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Open Educational Resourcesの最新動向と将来展望

1. はじめに

2012年に米国において MassiveOpen Online 

Courses(MOOC)の話超が急速に注目され、 NewYork 

Times紙では 2012年を MOOCの年として位懺づけ

た。このインパクトは 2001年に米国 MlTがオープ

ンコースウェア(OCW)のコンセプトを発表した時

をはるかに凌いでいる。本稿では MOOCを含む

Open Educational Resources(OER)の経緯・動向とその

将来展望について概観する。

2. OERの起源

2001年に MITがocwのコンセプト、「高等教育

機関で正規に提供されている講義情報のインター

ネット上での無償公開」を明らかにした。MITOCW

発表の経緯の詳細については参考文献 1に記載さ

れているのでそちらを参照されたい。この OCWの

コンセプト発表では 「MITの提供しているすべての

講義を 2007年までに OCWで公開する」という具

体的な目標が明示されていたため、さらにそのイン

パクトを大きくしたと思われる。このように目標が

明確に表示された背景にはMITがocwを推進する

にあたり、財団（主として Williamand Flora Hewlett 

財団，以下ヒューレット財団と略す）からの資金に依

ったことから、同財団との契約に沿ったものと思わ

れる。MITOCWについては 2002年に最初のパイロ

ットシステムを 50コースの講義で公開し、その経

験に基づき、2003年に 500コースの公開から本格的

にプロジェクトが開始された。以後の MITOCWの

経緯については MIT OCW の Web サイト

(ocw.rnit.edu)に詳細が掲載されているのでそちらを

参照されたい。MITOCW公開の翌年、2002年にヒ

ューレット財団と UNESCOの共催によるフォーラ

ム、 "Forumon the Impact of Open Courseware for 

Higher Education in Developing Countries"が開催され、

その中で OCW よ りも広範な概念として Open

Educational Resources(OER)という用語が提案され、

採択された。その経緯もあり、 OERについてはこれ

まで UNESCOを中心に推進されてきた。2012年に

は OER発表以来 10年を契機に国際 OER会厳をパ

リの UNESCO本部で開催し、 10項目からなるパリ

福原美三 （明治大学）

OER宣言を採択し、各国政府レベルでの OER活動

への貢献を相互に確認 ・コミットした。

3. ocwの進展

2003年に 500コースの公開から本格的に OCW公

開活動を推進し始めた MITは2004年から、米国の

みならず世界各国の主要大学に OCW活動を始める

ことを推奨する活動を始めた。この国際的なプロモ

ーションは当初より、国際的な OCWのコミュニテ

ィを構成することを目指したものであり、中国、 ス

ペインなど多くの国で組織的な OCW活動を推進し

た。日本に対しても 2004年 11月に東京で主要大学

を対象とした最初の OCWワークショップを開催し

た際、 国際コンソーシアム発足のタイミングでの参

加が強く要請された。 この勧奨を受け、日本では

2005年 5月に 6大学（大阪大学、京都大学、慶應義

塾大学、東京工業大学、東京大学、早稲田大学）が

協調し、 学長による共同記者会見を開催し、 OCW

の開始を発表するとともに日本オープンコースウ

ェア連絡会（略称 ：JOCW)の設立を発表した背景に

は国際コンソーシアムの設立にあわせて日本での

OCWを開始すべきとの判断があった。OCW国際コ

ンソーシアム (OpenCourse Ware Consortium:OCWC) 

の設立は実際には当初計画よ り1年遅れ、2006年に

なった。 日本では 2005年に JOCWの設立を宣言し

ていたことから、MITおよび関係者の集合した 2005

年秋の米国ユダ）小Iローガンで開催された国際会議

において日本での国際会議開催を提案し、 2006年 4

月に京都大学において第 1回の OCW国際会議を開

催した。その第 1日目に記者会見を開催、 国際コン

ソーシアムの設立を発表するとともに日本では3大

学（北海道大学、名古屋大学、九小卜1大学）の参加と

JOCWの公開コンソーシアム、日本オープンコース

ウェアコンソーシアムとしての改組を発表した。そ

の後、 2008年度には企業の賛助会員加盟とあわせ、

会費制を導入した。以降の JOCWの進展は固 lにコ

ース数の推移を、固 2に会員数の推移を示す。
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図 2.JOCW会員数の推移

一方、 OCWCは2008年に MIT内部組織から独立し

たNPOとなり、 10名の理事を加盟機関内での選挙

で選出する体制に移行した。OCWCに加盟している

機関は 49カ国、 277機関に及んでいる。世界の公開

コース数は 2011年移行の調査結果がないため、そ

れまでのデータからの推測になるが、 25,000コース

程度に上っている。OCWC加盟機関の国別一覧を表

lに、公開コース数推移を固 3に示す。

表 1.国別 ocwc加盟組織
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図 3.国際コンソーシアム公開コース数

世界的に顕著な傾向はアジア各国の積極的な活

動と中南米の進展である。中南米の進展には近年の

経済発展がその背最にあり、国民の学習意欲が高ま

る一方で、高等教育の質的改善が追いついていない

現状がある。加えて、同一言語圏のスペイン、ポル

トガルの積極的支援も見逃せない要因である。各公

開大学ともに公開講義数をいかに増加させるかを

最大の課題として OCW学内プロジェクトを推進し

てきたが、一方で、いかに利用者を拡大させるかに

ついても本質的に重要な課題として認識し、個別大

学での議論に加え、 JOCW内でも検討 ・議論を行っ

てきた。利用動向を計る共通の指標として用いてき

たのはサイ トヘの訪問者数(visit:30分以内の同一 IP

アドレスからのアクセスは重複カウントしない）で

ある。JOCWでは加盟大学に毎月の visit数の報告を

求め、その累計を JOCWサイト上および、 JOCW定

期会合にて報告し、共有してきた。最近では調査報

告に稼働もかかる ことから累計を休止しているが、

2011年時点では月間延べ訪問者数が 80万から 90

万人で現時点では 100万人程度になっていると推定

される。但し、日本の JOCWの進展をグロ ーバルな

視点でみると、その進展速度は相対的に遅く、アジ

アにおいては日本と同等の大学コンソーシアムを

2009年頃に設立した韓国、台湾に公開大学数、公開

コース数ともにすでに抜かれている。その根本的な

理由は各国政府の本分野に対する積極的な支援策

があり、強力なバックアップが行われているのに対

して、我が国では全く国からの支援がなく、各大学

の自 主的な施策として実施しているため、限られた

人材資金に因っていることが最大の理由である。ま

た、限られた資金と人材が公開にあたっての著作権

処理にかなりあてられていることも公開数拡大の

大きな阻害要因となっている。我が国の著作権関連
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法規における教育分野の制限解除が非常に限定的

で、インターネットでの公開についてはほとんど考

慮されず、また、教員の理解度も必ずしも十分深い

とは言えない状況であることから、公開までの稼働

を多く費やす結果となっている。

また、 JOCWでは利用者の意見、潜在ニーズなど

を把握するため、インターネットリサーチを活用し

てきた。ここでは特にオープンエデュケーションの

潜在ニーズの把握につながる調査項目のみ固4にそ

の結果を示す。この調査結果に基づくと利用希望者

は8割以上に上る。実際の利用者は全くそのレベル

に届いておらず、 一層の広報活動が重要であること

が示された。

問 ：インターネット上で様々な大学の講義内容が見れるサイトがあった
場合、あなたこ＊自身は利用したいと思いますか

..見たい

“どちらかといえば見たい

Uどちらでもない

“どちらかといえば見たくない

曰見たくない

図4.インターネットリサーチ結果例

4. OERの質的変化

2003年当初、 MITが本格的に OCWを開始した時

点では、 1)広く 世界中の多くの人々、特に良質な高

等教育のコンテンツヘのアクセスの機会に恵まれ

ない地域の教育者がこのコンテンツを活用し、高等

教育の質を向上することが期待された。また、当時

の技術レベルからもっとも共通的にアクセス可能

なコンテンツとしてテキスト情報を PDF形式で提

供することが選択された。また、実際に提供された

講義のなかで教育者が自身の講義の中で再利用可

能なコンテンツであると判断した講義ノートが必

須の情報として位置づけられた。2).MITの OCW

Webサイトでは OCWは単位の認定などは行わない

こと、教員へのコンタクトは提供しないことなどが

明記された。これは MITOCWが公開当初よりすべ

ての講義についてのコンテンツを公開することを

宣言 していたため、教員への負担を最小限とし、 全

教員の協力が不可欠であったための補足と考える

のが妥当である。日本でも 2005,6年にOCW公開を

開始した時点では MITの方式を踏襲し、講義ノー

トの PDF公開を基本とし、 一切の教育的サポート

を提供しない形での公開とした。結果的にはこの提

供が教育サービスとしての欠陥として指摘され、 一

つの課題として残ることとなった。MITや海外の大

学をはじめ、多くの日本においても PDF形式での

講義ノートの提供を基本的なスタイルとして公開

講義数の増大を固る努力を続けてきた。削項で述べ

た通り、各大学ともに訪問者数を拡大させるための

様々な工夫を行ってきた。具体的な例としては狭義

のOCWコンテンツ（正規講義）以外の大学で提供

している教育用コンテンツ（公開講義やシンポジウ

ムなどの非正規講義や教員の最終講義など）を提供

し、利用者の興味関心を寄せてもらおうという試み

である。また、 2007年頃からは一部の大学で講義動

画の配信、およびそれらを ipod向けに提供する

podcastの取り組みも行ってきた。講義動画の配信に

は2007年当時では撮影機材、スタッフ、編集環境、

配信サーバーなど多くの付加的な準備と環境が必

要であったため、 一部の大学での限定的な提供に留

まっていた。しかし、 2009年頃より技術の進展に伴

い、民生用ビデオカメラでハイビジョン形式による

映像が SDカードなどのコンパクトなメディアに 1

講義分が分割せずに記録できるようになったこと、

またパソコンでの映像編集が容易になったことな

どから飛躍的に時間と労力が短縮され、さらに

iTunesU,YouTubeなどの配信サイト、サービスが拡

充され、 専用の配信サーバーが不要となったことか

ら多くの大学で講義ビデオの配信が積極的に行わ

れるようになってきている。世界的には 2010年頃

より、 OERコンテンツの増加・インターネット環境

の拡充に伴い、個人学習者が増大し、いかに彼らの

学習意欲を継続させるかが共通の課題となってき

た。OCWは構造的に高等教育機関が質問対応など

の学習支援を無償で提供することはできないこと

から、 学習者のコミュニティを形成し、 学習者間で

の公開の対話によって質問対応や議論などの枠組

みを提供し、個人学習者にとっての学習意欲向上に

貢献しようという活動が活発化してきた。この背景

には OERを発信者側の視点のみでとらえるのでは

なく、 学習者の視点からも捉えるべきであるとする

本質的な課題解決のアプローチとそれを容易に解

決できるソーシャルネットワーキングの環境充実

がある。この取り組みの典型的な事例としては米国

のOpenStudyがある。
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また、学習動機を維持向上させようという OER

学習支援の流れの延長線上に学習者の獲得した知

識 ・スキルを社会で活用できるように認定する、あ

るいは認定への筋道をつけようというプロジェク

トが出現した。その代表的なものの 1つはヒ ア゚・ツ

ー・ピアユニバーシテイ (P2PU)である。このプロジ

ェクトでは教育者が自ら教えたい内容を登録し、そ

れを受講した学習者は担当教員のスキル認定がえ

られた場合、ソーシャルネットワーキングで認知さ

れる資格認定 (OpenBadge) を得られるという取り

組みである。OpenBadgeはMozilla財団が提供して

しヽる。

また、もう 1つのプロジェクトは英連邦系の大学

が連携して、 OER学習者に既存の大学から単位認定

を提供し、最終的には学位の認定までの道を提供し

ようというもので OERUniversity と呼ばれ、

UNESCOも認定 ・支援している。 2011年からは米

国において有名教授のオンライン講義を無償提供

する活動が世界中から十万人以上の聴講者を集め、

それが引き金となって大規模オープンオンライン

講座(MassiveOpen Online Courses:MOOC)が開始さ

れ、2012年には世界的な規模での活動に急速に発展

している。 MOOCの詳細については他の寄稿に詳細

が記述されているのでそちらを参照されたい。

ここでは OCWから MOOCに至る発展を 5段階

の展開として整理してみたい。（表 2)

表 2.オープン教育の展開

I 段階 キーフレーズ 説明 るロジェクト 1

Phasel CloseからOpenヘ パラダイムシフト
オーブンコース
ウェア

Phase2 リッチメディア化

Phase3 学習コミュニティ形成

Phase4 スキル・達成度認定

Phases MOOCs 

講義動画配信・モバイ Youfobe. 

ル環境 ,TunesU 

学習者の学習モチベー Openst,dy,

ション維持 P2PU 

学習者の価値創造・社

会での認知
OERU 

大規模データ分析、 Cou,se,a, edX, 

Learning Ana l y~cs、 Udac,ty

世界全体では急速にフェーズ5に以降しつつある

が、日本ではようやくフェーズ 2に軸足が移ってい

るレベルである。この 5段階モデルではフェーズ 1

（クローズからオープンヘ）とフェーズ 3 (学習者

主導への転換）が大きな変化であり、その意味で日

本では大きなシフトができていない状況である。

5. OERの将来展望

2012年に MOOCが大きな注目を集め、 Coursera

はわずか 1年たらずの間に 85大学から 435コース

を提供し（予定を含む）、登録学習者が 460万人

(2013.9.2現在）に達している。この状況および

MOOCの下位概念と位置づけられる OCW,OERに

どのような影響を与えるのか、また、 MOOCの活動

は今後どのように進展変化していくのか、現時点で

的確な予想をすることは難しい。この新しい動きに

対して旧来型の組織、既得権者が一定の抵抗を示す

のは教育界に限らず、 他の分野でもこれまでに多く

みられてきたことである。但し、MOOCが出現し、

これまでの教育分野での ICT技術の活用が一気に

本格化する可能性を示している。具体的には MOOC

では学習者のすべての学習履歴が記録 ・蓄積されて

おり、学習者の詳細な個人情報もあわせて管理され

ていることから、数十万人の規模での履歴 ・学習結

果分析が可能となり、ここから様々な教授法、 学習

法、評価法があきらかになる可能性を示している。

その学術分野である LearningAnalyticsが急速に注

目を集めており、近い将来この分野から様々な研究

成果が明らかにされる可能性がある。また、 MOOC

が初期段階では「世界トップ大学の有名教授による

講義の提供とその修得認定」という枠組みで注目さ

れたが、以後その利活用という候点で中堅大学や企

業に利用が広がりつつあり、企業からのコンテンツ

提供や企業コンテンツの修得認定などについては

就業、任用という社会における企業内教育での活用

とその社会レベルでの共通的利用に拡大する可能

性がある。

これまで、企業内教育は受講履歴や資格認定など

はその企業内に閉じた活用にとどまっていたが、こ

れが横断的に活用されることになれば、就職や雇用

の流動化などに波及する可能性もある。

6. おわりに

2004年 ocwの本格開始から数えると本年が 10

年目にあたる。日本での OCW開始からは来年が 10

年目となる。この間世界では教育のオープン化が第

3の波を起こそうとしているように思われる。その

波及効果は大学のみにとどまらず、すくなくとも高

等教育以降の継続教育全体に対して大きな影響を

与えようとしている。現在、先進諸国で定渚し、普

遍的システムと感じられている高等教育のシステ

- 20-



ムも工業社会を実現するために必要な人材を最大

効率で排出するシステムとして定着し、機能してき

たものであるが、情報社会となり、そのシステムに

多少のひずみが生じてもその提供コンテンツの内

容を拡大する、多様な選択肢を提供するなどの目先

の対応で進めてきたものが、本格的な知識社会実現

を目前にしてシステム全体として部分的対応では

対処できなくなってきているのではないだろうか。

学習者、利用者の保有する知識を社会全体の財とし

て共通管理し、また共通利活用できるための総合的

な知識循環システムを社会全体の共通基盤として

形成し、利活用できる ことを目指した目標設定が求

められているように思われる。
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